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更生保護法人東京実華道場 定款 

 

第１章 総 則 

（名称） 

第１条 この法人は、更生保護法人東京実華道場という。 

（事務所） 

第２条 この法人は、事務所を東京都墨田区業平二丁目１０番１１号に置く。 

（設立）  

第３条 この法人は、小杉武雄が寄付して設立した財団法人東京実華道場の基本

財産を継承する。 

 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第４条 この法人は、更生保護事業法第２条第２項各号に掲げる者に対し、その

自立更生に必要な保護を行い、もってその者の更生を図ることを目的とする。 

（事業） 

第５条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の宿泊型保護事業を営む。 

 ⑴ 更生保護施設ステップ押上の設置経営 

⑵ その他前条の目的を達成するために必要と認める事業 

第５条の２ この法人は、第４条の目的を達成するため、次の通所・訪問型保

護事業を営む。 

⑴ 更生保護事業法第２条第２項各号に掲げる者を、更生保護施設その他

の適当な施設に通わせ、又は訪問する等の方法により、その者に対し、

宿泊場所への帰住、教養訓練、医療又は就職を助け、職業を補導し、社

会生活に適応させるために必要な生活指導又は特定の犯罪的傾向を改善

するための援助を行い、生活環境の改善又は調整を図り、金品を給与し

、又は貸与し、生活の相談に応ずる保護を行う事業 

⑵ その他、第４条の目的を達するために必要と認める事業 

 

第３章 役員及び職員 

（役員の種別及び定数） 

第６条 この法人に次の役員を置く。 

 ⑴ 理 事 ７人以上１１人以下 

 ⑵ 監 事 ２人 

２ 理事のうち、１人を理事長とする。 

３ 理事会及び評議員会の決議により、理事のうちから常務理事１人を置くこと
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ができる。 

 

（役員の選任等） 

第７条 役員は、評議員会の議決により、理事長が委嘱する。 

２ 理事長は理事の互選とする。 

３ 理事のうちには、それぞれの理事について、当該理事、その配偶者、３親等

内の親族、その他の特別な関係がある者が理事の総数の３分の１を越えて含ま

れることになってはならない。 

４ 監事のうちには、それぞれの監事について、その親族その他特殊の関係があ

る者が含まれることになってはならない。 

５ 理事は、監事又は評議員を兼ねることができない。 

６ 監事は、評議員又はこの法人の職員を兼ねることができない。 

（理事長及び理事の職務） 

第８条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 理事は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ

指名した順序により、その職務を代理し、理事長が欠員のときは、その職務を

行う。 

３ 常務理事は、理事長の旨を受けてこの法人の常務を処理する。 

４ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この

法人の業務を執行する。 

５ この法人と理事長との利益が相反する事項については、理事長は、代表権を

有しない。この場合には、監事がこの法人を代表する。 

（監事の職務） 

第９条 監事は、次に掲げる職務を行う。 

 ⑴ 理事の業務執行の状況を監査すること。 

 ⑵ この法人の財産の状況を監査すること。 

 ⑶ 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行

為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合に

は、これを評議員会に報告すること。 

 ⑷ 前号の報告をするため必要がある場合には、理事長に対して評議員会の招

集を請求すること。 

 ⑸ 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事長に意見

を述べること。 

 

２ 前項第１号及び第２号の監査については、目的の達成に支障がないと認めら

れる範囲において、その全部又は一部を対面によらない方法で実施すること

ができる。 
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（役員の任期） 

第１０条 役員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれ前任者又は

現任者の任期の残存期間とする。 

（欠員の場合の処置） 

第１１条 役員の辞任又は任期満了によってその定数を欠くに至ったときは、後

任者が就任するまでは、前任者がその職務を行う。 

（役員の解任） 

第１２条 役員が次の各号の一に該当するときは、理事会における理事総数の３

分の２以上の多数による議決及び評議員会の議決により、これを解任すること

ができる。この場合には、その役員に弁明の機会を与えなければならない。 

 ⑴ 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

 ⑵ 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められ

るとき。 

（役員の報酬等） 

第１３条 役員は、無給とする。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

（職員） 

第１４条 この法人に、施設長、補導主任、補導員その他の職員を置く。 

２ 職員は、理事長が任免する。ただし、施設長及び補導主任の任命については、

あらかじめ法務大臣の認可を受けなければならない。 

３ 職員は、理事長の定めた職務に従事する。 

 

第４章 理 事 会 

（付議すべき事項） 

第１５条 理事会には、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を付議する。 

 ⑴ 更生保護事業の認可に係る事項の変更に関する事項 

 ⑵ 予算を伴わない権利の放棄又は義務の負担に関する事項 

 ⑶ その他理事長が必要と認めた事項 

（招集） 

第１６条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、理事総数の３分の１以上から会議の目的たる事項を示して理事会

の招集の請求があったときは、その請求のあった日から２週間以内にこれを招

集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の目的たる事項を記載した書面（当該書面に

記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）をもって、開催日の

１週間前までに理事に対して、その通知を発しなければならない。 
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（議長） 

第１７条 理事会の議長は、理事長とする。 

（定足数） 

第１８条 理事会は、理事総数の３分の２以上の出席がなければ、議事を開き、

議決することができない。 

（議決） 

第１９条 理事会の議事は、この定款に別に定めるものを除き、理事総数の過半

数をもって決する。 

２ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に

加わることができない。 

（書面表決） 

第２０条 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通

知された事項についてのみ書面をもって表決することができる。 

２ 前項の規定により表決した理事は、理事会に出席したものとみなす。 

（書面による議決） 

第２１条 理事長は、議決すべき事項が簡易若しくは急速を要するものであると

き又は災害の発生、感染症のまん延その他のやむを得ない事由により理事会の

招集が困難であると認められるときには、全ての理事に対し、書面により理事

会の議事について賛否を求めることをもって理事会の開催に代えることができ

る。 

（議事録） 

第２２条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけれ

ばならない。 

⑴ 招集（又は書面による付議）の年月日 

⑵ 開会の日時及び場所（当該理事会の場所を定めた場合に限り、当該場所に

存しない理事又は監事が当該理事会に出席をした場合における当該出席の方

法を含む。）又は方法（当該理事会の場所を定めなかった場合に限る。） 

⑶ 理事の総数、出席者数及び出席者氏名 

⑷ 審議事項 

⑸ 議事の経過の概要及び議決の結果 

⑹ 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び理事会において選任された議事録署名人２人以上が、

署名、押印しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、書面による議決があったとみなされた場合にお

いては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

 ⑴ 理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

⑵ 理事会の決議があったものとみなされた日 
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⑶ 議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

 

第５章 評議員及び評議員会 

（評議員会） 

第２３条 この法人に、評議員会を置く。 

２ 評議員会は、１２人以上１５人以下の評議員をもって組織する。 

（評議員の選任） 

第２４条 評議員は、理事会の議決により、理事長が委嘱する。 

（評議員会の権限及び評議員の職務） 

第２５条 評議員会は、この定款に別に定める権限を有するほか、この法人の業

務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況について、役員に対し意見を

述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員に対し報告を求めることができる。 

（付議すべき事項） 

第２６条 評議員会には、この定款に別に定める事項のほか、この法人の業務に

関する重要な事項その他理事長が必要と認めた事項を付議する。 

（監事の請求による評議員会の招集） 

第２７条 理事長は、第９条第１項第４号の規定により、監事から会議の目的た

る事項を示して評議員会の招集の請求があったときは、その請求の日から２週

間以内にこれを招集しなければならない。 

（議長） 

第２８条 評議員会の議長は、評議員の互選とする。 

（定足数） 

第２９条 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、議事を開き、議

決することができない。 

（議決） 

第３０条 評議員会の議事は、評議員総数の過半数をもって決する。 

（準用） 

第３１条 第７条第３項、第１０条から第１３条まで、第１６条、第１９条第２

項及び第２０条から第２２条までの規定は、評議員及び評議員会について準用

する。この場合において、第７条第３項、第１６条第３項、第１９条第２項、

第２０条、第２１条及び第２２条第１項中｢理事｣とあるのは｢評議員｣と、第１

０条から第１３条までの規定中「役員」とあるのは「評議員」と第１６条、第

１９条第２項及び第２０条から第２２条までの規定中「理事会」とあるのは「評

議員会」と、第１６条第２項中「理事総数」とあるのは「評議員総数」と、第

２２条第３項中｢理事｣とあるのは｢者｣と読み替えるものとする｡ 

 

第６章 資産及び会計 
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（資産の構成） 

第３２条 この法人の資産は、基本財産及び通常財産で構成される。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げるもので構成される。 

⑴ 別紙基本財産目録に記載された財産 

⑵ 基本財産とすることを指定して寄付された財産 

⑶ 基本財産に繰り入れることを理事会で議決した財産 

３ 通常財産は、基本財産以外の資産で構成される。 

（基本財産の処分） 

第３３条 基本財産は、これを譲渡し、交換し、費消し、貸し付け、担保に供し、

通常財産に繰り入れ、又は廃棄する等の処分をすることができない。ただし、

この法人の事業遂行上やむを得ない理由があるときは、第４６条第１項の手続

きを経て、それらの処分をすることができる。 

（資産の管理） 

第３４条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 基本財産のうち現金は、銀行等への預貯金、信託会社への信託又は国債、公

債の購入等安全確実な方法で保管しなければならない。 

（特別会計） 

第３５条 この法人は、特別会計を設けることができる。 

（事業計画及び収支予算） 

第３６条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎会計年度開始前に

理事長が作成し、理事会における理事総数の３分の２以上の多数による議決及

び評議員会の議決を経なければならない。会計年度の途中でこれを変更する場

合も同様とする。 

（事業成績書及び収支決算書等） 

第３７条 この法人の事業成績及び決算に関する書類は、毎会計年度終了後２月

以内に、理事長が作成し、監事の監査を受け、理事会における理事総数の３分

の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を経なければならない。 

２ 会計の決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越す。ただし、理事

会の議決により、その全部又は一部を基本財産に繰り入れることができる。 

（会計年度） 

第３８条 この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終

わる。 

 

（臨機の措置） 

第３９条 予算をもって定めるもののほか、長期借入金の借入れその他新たに義

務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、理事会における理事総

数の３分の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を経なければならない。 
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第７章 顧問、参与及び会員 

（顧問及び参与） 

第４０条 この法人に顧問及び参与を置くことができる。 

２ 顧問及び参与は、理事会及び評議員会の議決により理事長が委嘱する。 

３ 顧問及び参与は、重要な事項について、理事長の諮問に答える。 

４ 顧問及び参与は、毎年度、事業計画、収支予算、事業成績、決算その他重要

事項の報告を受ける。 

（会員） 

第４１条 この法人に会員を置くことができる。 

２ 会員は、理事会の議決により理事長が委嘱する。 

３ 会員は、これを分けて次の３種とする。 

 普通会員  毎月会費を拠出する者 

 賛助会員  毎年賛助会費を拠出する者 

 名誉会員  この法人に対し功労があった者 

４ 会員は、毎年度、事業計画、収支予算、事業成績、決算その他重要事項の報

告を受ける。 

（会員資格の喪失） 

第４２条 会員は、次の各号の一に該当する場合には、資格を喪失する。 

⑴ 本人から退会の申出があったとき 

⑵ 死亡したとき 

⑶ 会費を継続して３年以上納入しないとき 

⑷ 会員としてふさわしくない行為があり、理事会の議決により除名されたとき 

 

第８章 公益事業 

（公益事業の種類） 

第４３条 この法人は、更生保護事業法第６条の規定により、次に掲げる公益事

業を行う。 

⑴   刑務所出所者等の改善更生を助けるために、その者に対し無料又は低額

な料金で宿泊場所を提供する事業（宿泊型保護事業として行うものを除く） 

⑵ 第二種社会福祉事業として行う、生計困窮者のために、無料又は低額な料

金で宿泊場所を利用させる事業 

第４４条 削除 

（事業の重要事項の決定等） 

第４５条 公益事業の運営に関する重要な事項は、理事会における理事総数の３

分の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を経なければならない。ただ

し、定款の変更を伴う場合は、第４６条の手続による。 
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第９章 定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第４６条 この定款を変更するとき（更生保護事業法第２７条第１項に規定する

法務省令で定める事項に係るものを除く。）は、理事会における理事総数の３分

の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を経、かつ、法務大臣の認可を

受けなければならない。 

２ 前項の法務省令で定める事項に係る定款の変更をするときは、理事会におけ

る理事総数の３分の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を経、遅滞な

くその旨を法務大臣に届け出なければならない。 

（解散） 

第４７条 この法人は、更生保護事業法第３１条第１項第１号及び第３号から第

６号までの解散事由により解散する。 

２ 更生保護事業法第３１条第２項の認可又は認定を受けようとするときは、理

事会における理事総数の３分の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を

経なければならない。 

（残余財産の帰属） 

第４８条 この法人が解散（合併又は破産による解散を除く。）した時に残存する

財産は、理事会における理事総数の３分の２以上の多数による議決及び評議員

会の議決を経、更生保護事業法第４５条の認可を受けて宿泊型保護事業を営む

法人又は同法第４７条の２の届出をして通所・訪問型保護事業若しくは地域連

携・助成事業を営む更生保護法人に寄附する。 

（合併） 

第４９条 この法人が合併しようとするときは、理事会における理事総数の３分

の２以上の多数による議決及び評議員会の議決を経、かつ、法務大臣の認可を

得なければならない。 

 

第１０章 公告の方法 

（公告の方法） 

第５０条 この法人の公告は、更生保護事業法に定める方法によるほか、この法

人のホームページに掲載するものとする。ただし、ホームページに掲載するこ

とが困難な場合は、掲示場、官報に掲載して行う。 

 

 

第１１章 雑  則 

（施行細則） 

第５１条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決により、理事長
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がこれを定める。 

 

附  則 

１ この法人の組織変更当初の役員及び評議員は、第７条第１項及び第２項並び

に第２４条の規定にかかわらず、次に掲げる者とする。 

理事長  小山内 清 孝 

理 事  小 杉  豊 

同    森 山 玲 子 

同    田 中 正太郎 

同    浜 村 大 雄 

同    品 川 三 郎 

同    藤 井 尚 治 

同    妻 沼  淳 

同    大 田 義 彦 

監 事  座 間 基 司 

同    斉 藤 健 一 

評議員  大久保  享 

同    鈴 木 聖 子 

同    猪 尾 武 達 

同    遠 藤 佳 章 

同    箱 石 勝 見 

同    小 林 與一郎 

同    加 藤 和 正 

同    下 山 秀 雄 

同    渡 邊  茂 

同    古 閑 博 美 

２ この法人の組織変更当初の役員及び評議員の任期は、第１０条及び第３１条

の規定にかかわらず、組織変更の日から平成１１年３月３１日までとする。 

３ この法人の組織変更の日の属する年度の事業計画及び収支予算は、第３６条

の規定にかかわらず、別紙事業計画書及び収支予算書のとおりとする。 

４ この法人の組織変更当初の会計年度は、第３８条の規定にかかわらず、組織

変更の日から平成９年３月３１日までとする。 

５ 第１４条第 1 項、同条第２項及び第４８条の一部改正については、平成１５

年７月２4 日から施行する。 

６ 第６条及び第２３条第２項の改正については、平成１７年７月１４日から施

行する。 

７ 第３４条第２項の改正については、平成２２年９月２１日から施行する。 
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８ 第４３条、第４４条、第４５条の改正については、平成２３年１０月１１日

から施行する。 

９ 第６条、２３条第２項の改正については、平成２６年７月２３日から施行す

る。 

１０ 第４３条、第４４条、第４５条の改正については、平成２８年１１月３０

日から施行する。 

１１ 第５条の２の改正については、平成２９年１１月４日から施行する。 

１２ 第２条及び第５条第１項の改正については、令和５年４月１日から施行す

る。 

１３ 第２条の従たる事務所の改正については、令和５年４月１日から施行する。 

１４ 別紙基本財産目録の変更については令和５年５月１日から施行する。 

１５  第５条、第５条の２、同条第１号、第７条第３項から第６項まで、第９条

第２項、第１６条第３項、第１９条第２項、第２１条、第２２条第１項第２号、

同項第３号、同条第３項、第２７条、第３１条、第３７条第１項、第４８条、

第５０条の改正については、令和６年９月１２日から施行する。 

１６ 第２条の従たる事務所の改正については、令和６年１０月１１日から施行

する。 

１７ 第５条の２、第４３条の改正及び別紙基本財産目録の変更については令和

６年１０月３１日から施行する。 

 

 

以上 


